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「相模ダムリニューアル工事（第２期）放流施設工事」日程 

 

            入札の手続き 

 

 

８月 25 日（火） 

 

 

 

 

 

 

９月 17 日（木） 

 

 

９月 25 日（金） 

 

 

 

 

 

 

10 月 14 日（水） 

 

 

11 月 12 日（木） 

 

 

11 月 27 日（金） 

 

 

12 月２日（水） 

 

 

12 月９日（水） 

 

 

12 月 21 日（月） 

 

 

 

 

 

 

２月 12 日（金） 

公告（入札説明書,設計図書配布開始）   

 入札参加資格確認申請受付 

  

入札参加資格確認申請受付期限 

入札参加資格確認通知発送 
   

質問書提出期限 

質問回答書閲覧 

入 札 及 び 開 札 

   入札参加資格の確認 

設計図書配布期限 

再質問書提出期限 

再質問回答書閲覧 

技術資料提出期限 

設 

計 

図 

書 

の 

閲 

覧 

２月４日（木） 
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特定調達契約(ＷＴＯ)に係る条件付き一般競争入札参加の手続き 

 

  令和８年８月25日（火）に公告した「相模ダムリニューアル工事（第２期）放流施設

工事」の一般競争入札への参加希望者は、公告内容及び次の事項を確認のうえ入札参加

手続きを行って下さい。                                                        

      

    令和８年８月25日 

                                                                         

神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所 

所長  鶴井 正幸 

 

 

１  入札に付する事項  

  (1) 工事番号 

    相系第257号 

  (2) 工事名 

相模ダムリニューアル工事（第２期）放流施設工事 

（以下この項において「前工事」という。） 

(3)  工事の場所 

相模原市緑区与瀬、若柳地内 

 (4)  工事の概要  

洪水吐きゲート更新工    Ｎ＝１門（一部製作） 

調節ゲート更新工      Ｎ＝１門（全部製作） 

堤体切削工         Ｖ＝1,959㎥ 

堤体工（コンクリート打設） Ｖ＝4,131㎥ 

既設構造物撤去工      一式 

仮設工           一式 

(5) 工種 

土木一式工事 

 (6)  完成期限      

    令和13年７月31日 

  (7) 入札担当部署 

神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所管理課 

  (8) 総合評価による一般競争入札 

    本入札は、価格及び価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合 
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評価方式（標準型）による総合評価一般競争入札です。 

(9)  前工事に直接関連する他の工事の請負契約を前工事の請負契約の相手方と 

の随意契約により締結する予定の有無  有 

   工事名 ：相模ダムリニューアル工事（第４期）放流施設工事 

        相模ダムリニューアル工事（第５期）放流施設工事 

        相模ダムリニューアル工事（第６期）放流施設工事 

               （以下、「後工事」という。） 

     工期  ：後工事の工期は、前工事の工期末と重複しないことを想定している。 

契約条件：後工事を契約する条件は、予算が確保された場合とする。 

技術提案及び配置予定技術者：前工事の技術提案及び配置予定技術者について 

は、後工事に継承する。 

概算数量：洪水吐きゲート更新工    Ｎ＝５門 

調節ゲート更新工      Ｎ＝１門 

堤体切削工         Ｖ＝16,112㎥ 

コンクリート工       Ｖ＝21,064㎥ 
既設構造物撤去工      一式 
仮設工                      一式 

（前工事完了後、変動する可能性がある。） 

後工事の予定価格（税抜き）の算出方法： 

後工事の予定価格（税抜き）＝後工事の設計額（税抜き）×請負代金比率 

                                 （小数点以下切捨て） 

    請負代金比率＝前工事の落札金額（税抜き）÷前工事の当初設計額（税抜き） 

                          （小数点第５位以下切捨て） 

２  入札に参加する者に必要な資格 

この入札に参加することができる者は、特定建設工事共同企業体（以下「共同企業

体」という。）とし、必要な資格は次のとおりとします。 

 (1) 共同企業体の要件 

   共同企業体の要件は、次のとおりとします。 

  ア 共同企業体の構成員（以下「構成員」という。）の数は、３者とします。 

  イ 構成員の組合せは、２の(2)のイで定める代表構成員（以下「代表構成員」と

いう。）、２の(2)のウで定める構成員①（以下「構成員①」という。）及び２

の(2)のエで定める構成員②（以下「構成員②」という。）の要件をそれぞれ満

たす者の組合せとします。 

  ウ 共同企業体の結成方法 

   (ｱ) 共同企業体の結成方法は、２の(2)で定める構成員の要件を満たす者の自主

結成方式とします。 
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   (ｲ) いずれの構成員も、当該工事に係る入札において、同時に２以上の共同企

業体の構成員になることはできません。 

   (ｳ) 経常建設共同企業体は構成員になることはできません。 

   エ 構成員の出資比率 

(ｱ) 代表構成員の出資比率は、当該共同企業体の総出資額の10分の５以内で、

かつ、構成員中最大であることとします。 

(ｲ) 構成員①の出資比率は、当該共同企業体の総出資額の10分の３以上である

こととします。 

(ｳ) 構成員②の出資比率は、当該共同企業体の総出資額の10分の２以上である

こととします。 

 (2) 構成員の要件 

    構成員の要件は、次のとおりとします。 

  ア 各構成員に共通する事項 

     (ｱ) 地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれにも該当しない者で、 

同条第２項の規定により一般競争入札に参加させないこととした者に該当し

ないものであること。 

     (ｲ)  神奈川県の土木一式工事の請負に係る競争入札参加資格を有することにつ

いて知事の認定を受けた者又はその者の営業を継承したと認められる者であ

ること。 

   (ｳ) 神奈川県の指名停止期間中の者でないこと。 

(ｴ) 「営業所実態調査における指導事項の改善について（通知）」を県から受 

けた者は、改善確認通知を受けていること。 

   (ｵ) １の(5)の工種について、入札日の１年７月前の日の直後の営業年度終了の

日以後に、建設業法第27条の23第１項の規定による審査（以下「経営事項審

査」という。）を受け、その結果の通知（以下「経営事項審査結果通知」と

いう。）を受けた者であること。 

 (ｶ)  建設業法別表第１に掲げる土木一式工事に係る主任技術者又は監理技術者

として次の要件を満たす者を施工現場に専任で構成員ごとに配置できる者で

あること。ただし、工事に含まれる工場製作過程で、当該工場製作のみが稼

働している期間等については、県と受注者による協議の上、専任要件を緩和

することがあります。 

a 入札参加資格確認申請の日の前日において３月以上継続して雇用されて

いる者で営業所の専任技術者でないものであること。 

b １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

c 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証を有する者であること。 
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 (ｷ) 最新の有効な経営事項審査結果通知の「土木一式」に係る完成工事高の｢２ 

年（又は３年）平均｣が１億円以上あること。 

     (ｸ)  ２の(4)のウで定める入札参加資格の確認基準日前２年以内に、電子交換所

の取引停止処分を受けた者でないこと。ただし、会社更生法に基づく更生手

続開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされてい

る者で、手続開始の決定後、別に定める手続に基づく競争入札参加資格の再

認定を受けたものを除きます。 

(ｹ)  ２の(4)のウで定める入札参加資格の確認基準日前６月以内に、不渡手形又

は不渡小切手を出していない者であること。ただし、会社更生法に基づく更

生手続開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされ

ている者で、手続開始の決定後、別に定める手続に基づく競争入札参加資格

の再認定を受けたものを除きます。 

     (ｺ)  ２の(4)のウで定める入札参加資格の確認基準日において、債務不履行があ

り、所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の

開始決定がなされていない者であること。 

      (ｻ)  ２の(4)のウで定める入札参加資格の確認基準日において、事業税並びに消

費税及び地方消費税を滞納していない者であること。 

      (ｼ)  退職一時金制度若しくは企業年金制度を導入している者（経営事項審査の

対象であるものに限る。）又は中小企業退職金共済法に基づく建設業退職金

共済契約を締結している者であること。 

   (ｽ) 神奈川県暴力団排除条例第２条第２号から第５号までに該当する者又はこ

れらの者と密接な関係を有する者でないこと。 

 (ｾ) 社会保険等に加入している者であること（健康保険法第48条の規定による届出

の義務、厚生年金保険法第27条の規定による届出の義務及び雇用保険法第７条の

規定による届出の義務がない者を除く。）。原則として、社会保険等に未加入の

者を一次下請契約の相手方とすることはできません。一次下請負業者が社会保険

等に加入していることが確認できない場合は、ペナルティ措置の対象となります。

詳細は、県のホームページ（ＵＲＬ https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/

cnt/f3430/p866474.html）をご確認ください。 

 (ｿ) 本入札に係る他の入札参加者との関係が次に掲げる資本関係又は人的関係に

ないこと。 

a 資本関係 

次のいずれかに該当する場合 

(a) 子会社等（会社法第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。

（b）において同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社

等をいう。（b）において同じ。）の関係にある場合 
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(b) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

b 人的関係 

次のいずれかに該当する場合。ただし、（a）については、会社等（会社

法施行規則第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の

一方が民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は

更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をいう。）である

場合を除きます。 

(a)  一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する

役員のうち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役

員を現に兼ねている場合 

a’株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除きます。 

(a’)会社法第２条第11号の２に規定する監査等委員会設置会社にお 

ける監査等委員である取締役  

(b’)会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 

(c’)会社法第２条第15号に規定する社外取締役  

(d’)会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合に  

より業務を執行しないこととされている取締役 

b’会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

 c’会社法第575条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は 

  合同会社をいう。）の社員（同法第590条第１項に規定する定款に別段   

の定めがある場合により業務を執行しないこととされている社員を除 

く。） 

d’組合の理事 

e’その他業務を執行する者であって、a’からd’までに掲げる者に準ずるもの 

（b） 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

（c） 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

ｃ その他の入札の適正さが阻害されると認められる関係  

組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場 

合その他a又はbと同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合 

 イ 代表構成員 

(ｱ)  建設業法第３条第１項の規定により、土木工事業につき特定建設業の許可

を受けた者であること。 

(ｲ)  土木一式工事の最新の有効な経営事項審査結果通知の総合評定値が1,300点

以上の者で、構成員中最高の値のものであること。 

   (ｳ)  平成23年４月１日以降に、重力式コンクリートダム工事（ダム再開発工事

を含み、堤高15ｍ以上のダムに限る。）で完成及び引渡しが済んでいるものを、
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元請（共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が総出資額の10分

の２以上のものに限る。）としての施工した実績を有すること。  

   (ｴ)  ２の(2)のアの(ｶ)の主任技術者又は監理技術者が、平成23年４月１日以降

に、重力式コンクリートダム工事（ダム再開発工事を含み、堤高15ｍ以上の

ダムに限る。）で完成及び引渡しが済んでいるものについて、元請（共同企

業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が総出資額の10分の２以上の

ものに限る。）の主任技術者又は監理技術者として施工に携わった実績を有

すること。 

(ｵ)  ２の(2)のアの(ｶ)の主任技術者又は監理技術者が、ダム工事総括管理技術

者の資格を有する者であること。 

  ウ 構成員① 

土木一式工事の最新の有効な経営事項審査結果通知の総合評定値が1,050点以 

上の者であること。 

  エ 構成員② 

土木一式工事の最新の有効な経営事項審査結果通知の総合評定値が920点以上 

の者であること。 

(3)  競争入札参加資格の認定を受けていない者の入札への参加  

この入札に参加を希望する構成員のうち２の(2)のアの(ｲ)に該当しない者は、次

により資格認定を申請することができます。 

    ア 資格認定に関する問合せ先 

神奈川県県土整備局事業管理部建設業課建設業審査グループ 

（横浜市中区日本大通33 神奈川県住宅供給公社ビル５階） 

電話（045）285－3218 

    イ 申請方法 

かながわ電子入札共同システムの資格申請システム（ＵＲＬ https://nyusat

su.e-kanagawa.lg.jp/）のＷＴＯの申請メニューにより競争入札参加資格認定申

請手続を行うとともに、申請に必要な書類を神奈川県入札参加資格申請・共同受

付窓口（郵便番号231－0021 横浜市中区日本大通33 神奈川県住宅供給公社ビ

ル５階）へ提出してください。 

    ウ 申請期限 

令和８年９月17日（木）午後５時 

エ その他 

        詳細は、かながわ電子入札共同システムの説明によります。 

(4)  入札参加資格の確認  

入札への参加を希望する者は、アにおいて示す書類（以下「確認申請書等」とい

う。）を神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所長に提出し、入札参加資格を有
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することについての確認を受けることを要します。 

ア 入札参加資格確認申請に必要な書類 

(ｱ)  共同企業体一般競争入札参加資格確認申請書（様式１） 

(ｲ) 特定建設工事共同企業体協定書（様式２） 

(ｳ)  最新の有効な「経営事項審査結果通知」の写し 

 (ｴ)  配置予定技術者届（様式３） 

本工事は専任の者でなければならないため、工事着手時において他の工事に

従事していない者を届け出てください。 

なお、複数の配置予定技術者届を提出し、本契約の締結時に配置する技術者

を決定することができます。 

２の(2)のイの(ｴ)に係る工事について、施工を証明する書類を添付してくだ

さい。 

   （例）・ＣＯＲＩＮＳの竣工時工事カルテ及び仕様書 等 

・施主の施工証明書(様式は任意) 

   ２の(2)のイの(ｵ)に記載するダム工事総括管理技術者の資格の保有を証明す 

る書類を添付してください。 

(ｵ)  誓約書（様式４） 

 (ｶ)  同種工事実績届（様式５） 

     ２の(2)のイの(ｳ)に係る工事について、施工を証明する書類を添付してくだ

さい。 

   （例）・ＣＯＲＩＮＳの竣工時工事カルテ及び仕様書 

       ・施主の施工証明書(様式は任意) 等 

 イ  確認申請書等の受付期間、時間、場所及び方法 

令和８年８月25日（火）から同年９月17日（木）まで（土曜日及び日曜日を除

く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までに、３の(1)の場

所へ持参してください。送付され又は電送されたものは受け付けません。 

    ウ  入札参加資格の確認基準日 

令和８年10月８日（木） 

    エ  入札参加資格の確認通知は、令和８年10月14日（水）に発送します。 

(5)  資格がないとされた者への説明     

この入札に参加する資格がないとされた者は、その理由について書面により次の

とおり説明を求めることができます。ただし、説明要求及び再苦情申立ては、入札

事務の執行を妨げないものとします。 

ア  期間 令和８年 10 月 14 日（水）から同月 28 日（水）まで（土曜日、日曜日

及び祝日を除く。） 

イ  時間 午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 
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ウ  場所 神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所管理課 

（相模原市緑区城山２－９－１） 電話（042）782－2831 

エ  方法 説明を要求する書面（苦情申立書）をご持参ください。送付又は電送に

よる提出は認められません。 

オ  説明要求に対しては、令和８年 11 月 10 日（火）までに回答します。 

カ  オの回答に不服がある者は、資格がないと認めた理由の説明に係る書面を受け

取った日から７日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）以内に書面（再苦情申

立書）により、知事に対して再苦情を申し立てることができます。申し立てに

ついては、神奈川県政府調達苦情検討及び入札・契約監視委員会が審議を行い

ます。 

キ  再苦情申立の時間及び場所は、イ、ウに同じです。 

 (6)  入札参加資格を有するとの確認を受けた共同企業体又はその構成員が、入札日に

おいて、２の(1)で定める共同企業体の要件又は２の(2)で定める構成員の要件のう

ち、一つでも満たさない場合は、入札に参加することはできません。 

また、構成員が、入札参加資格の確認基準日から入札日までに不渡手形又は不渡

小切手を出した場合は、入札に参加することはできません。 

ただし、入札参加資格の確認基準日後に代表構成員以外の構成員が指名停止措置

を受けた場合又は不渡手形若しくは不渡小切手を出した場合は、当該構成員以外の

構成員は、令和８年11月10日（火）までの間に限り、構成員を補充した上で、新た

に共同企業体を結成し、入札参加資格を有することについての確認を受けることが

できます。 

 

３  入札説明書、技術資料、設計図書等に関する事項 

 (1) 入札説明書、技術資料様式、入札工事に関する設計図書（以下「設計図書」とい

う。）及び契約条項の閲覧場所、確認申請書等及び技術資料の提出場所、郵便によ

る場合の入札書の提出先、事務を担当する所属等 

郵便番号252－0116 相模原市緑区城山２－９－１ 相模川水系ダム管理事務所 

管理課 電話（042）782－2831 

※ 設計図書等の貸し出しは行いません。閲覧を希望する場合には、電話連絡の

上、来庁してください。 

 (2) 入札説明書及び技術資料様式の交付、設計図書の配付 

  ア 入札説明書及び技術資料様式の交付 

(ｱ) 交付方法 

かながわ電子入札共同システムの入札情報サービスシステム（ＵＲＬ htt

ps://nyusatsu.e-kanagawa.lg.jp/）からダウンロードして入手してください。 

ただし、やむを得ない事由により、上記交付方法による入手ができない場



11 

 

合は、電子メールにより電子データを交付するため、３の(1)に電話した上で、

同(4)の電子メールのあて先へ依頼すること。 

(ｲ) 交付開始日 

令和８年８月25日（火）から同年９月25日（金）まで 

公開時間については、かながわ電子入札共同システムの入札情報サービス

システム（ＵＲＬ https://nyusatsu.e-kanagawa.lg.jp/）によります。 

上記交付方法による入手ができない場合は、電子メールによって電子デー

タを交付するため、３の(1)に電話により連絡した上で、３の(4)に記載の電

子メールのあて先へ依頼をしてください。 

  イ 設計図書の配付 

(ｱ) 配付方法及び場所 

神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所管理課 

      （相模原市緑区城山２－９－１） 

       配付を希望される方には、未開封のＤＶＤ－ＲＷ（4.7ＧＢ以上）と交換で

配付しますので、必ず新品で未開封（複数枚で包装されたものも開封しない

で）のＤＶＤ－ＲＷを持参してください。 

(ｲ) 配付期間 

令和８年８月25日（火）から同年９月25日（金）まで（土曜日、日曜日及

び祝日を除く。） 

(ｳ) 受付時間 

午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

(3) 設計図書の閲覧期間及び時間 

令和８年８月25日（火）から令和９年２月４日（木）まで（土曜日、日曜日、祝

日及び令和８年12月29日（火）から同月31日（木）までを除く。）の午前９時から

正午まで及び午後１時から午後５時まで 

(4) 入札参加資格を有するとの確認を受けた者を対象として、令和８年10月21日

（水）から同月27日（火）まで（土曜日及び日曜日を除く。）にかけて、現地見学

会を実施します。申込みは必須とし、令和８年10月14日（水）の午前９時から同月

16日（金）の午後５時までに現地見学会申込書（様式６）を電子メール（あて先は、

（ki-sokei.kanrika.jj6x@pref.kanagawa.lg.jp ）により送信してください。

詳細は別添「現地見学会説明書」を参照してください。 

(5) 入札参加資格を有するとの確認を受けた者で、当該設計図書に質問があるものは、

令和８年10月14日（水）の午前９時から同年11月12日（木）の午後５時までに「質

問書」（別紙様式７）を電子メール（あて先は、（ki-sokei.kanrika.jj6x@pre

f.kanagawa.lg.jp）により送信し、又は同年10月14日（水）から同年11月12日

（木）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から正午まで及び午後
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１時から午後５時までに３の(1)の場所へ持参してください。 

   なお、質問がない者も、質問がない旨を上記期限までに電子メールで必ず送信し

てください。 

    質問に対する回答は、令和８年11月27日（金）に３の(4)により送信された電子

メールアドレス宛に送信するとともに、同日から同年12月８日(火)まで（土曜日及

び日曜日を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで、３の

(1)の場所で閲覧に供します。 

   再質問がある者は、令和８年11月27日（金）の午前９時から同年12月２日（水）

の午後５時までに所定の様式を電子メールにより送信し、又は同年11月27日(金）

から同年12月２日（水）まで（土曜日及び日曜日を除く。）の午前９時から正午ま

で及び午後１時から午後５時までに３の(1)の場所へ持参してください。 

   再質問に対する回答は、令和８年12月９日（水）に電子メールにより送信すると

ともに、同日から同年12月18日（金）（土曜日及び日曜日を除く。）までの午前９

時から正午まで及び午後１時から午後５時まで、３の(1)の場所で閲覧に供します。 

(6) 技術資料の提出について 

価格以外の評価を行うために必要な技術資料の提出を求めます。 

技術資料は、別添「神奈川県企業庁政府調達対象建設工事（相模ダムリニューア 

ル工事（第２期）放流施設工事）に係る「総合評価方式」実施要領（以下「実施要 

領」という。）」の記載に従って提出してください。 

 (7) 技術資料の提出の期間、場所及び方法 

令和８年10月14日（水）から同年12月21日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日

を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までに、書類及び

「技術提案及び技術提案に係る施工計画」の記述内容を記録したＣＤ－Ｒ（フォー

マットは、Microsoft Word形式に限る。）を３の(1)の場所に持参してください。 

なお、やむを得ず技術資料を持参できない場合は、３の(1)の場所に電話連絡の

上、郵便書留により送付してください。 

技術資料を提出の期間内に提出しないで入札を行った者は、失格となります。

また、技術資料の提出の期間内に、技術資料を提出しない旨の文書を３の(1)の 

場所へ提出した場合は、辞退したものとみなします。 

 

４ 総合評価に関する事項 

本入札における総合評価は、実施要領に基づき行うものとします。 

技術資料による提案範囲は、１の(9)に記載する「後工事」を含むものとします。 

(1) 技術資料に対する評価項目等について 

提出された技術資料の評価は、次に示す評価項目等に基づき行うこととするが、 

記述に明らかな誤りがある技術提案及び技術提案に係る施工計画は評価の対象とし 
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ないものとする。 

また、技術資料を全く提出しなかった者は失格とする。技術提案及び技術提案に係 

る施工計画においては、以下に示す場合も失格とする。 

(ｱ)評価項目に対応した内容の記載が全く無い場合 

(ｲ)他の入札参加者等に対する誹謗中傷、各種法令違反、事実と反する虚偽の記載が 

ある場合 

(ｳ)自社の名称、過去に施工した工事名や工事場所等、自社を特定できる記載がある 

場合 

なお、技術提案及び技術提案に係る施工計画においては、文字サイズは12ポイント 

とする。さらに、指定された行数又は文字数を超えた場合については、超えた部分に 

掛かる技術提案及び技術提案に係る施工計画は評価の対象としない。 

ア 評価項目 

    本工事は、運用中の相模ダム天端に仮設構台を設置し、その構台上より老朽化

の進行したゲートや開閉装置の更新、劣化の進行が確認されているピアの更新及

び腹付けコンクリートの打設を行うことにより、既設放流施設の下流側に新たな

放流施設を構築するものである。 

施工にあたり、河川内での施工可能期間は非出水期（11月1日～６月14日）と

する。なお、非出水期においては２門以上の洪水吐きゲートを稼働できる状態を

確保し、出水期（６月15日～10月31日）を迎える前には、施工中の施設について

必要に応じ養生を行い、全ゲートからの放流を支障なく行える状態にしなければ

ならない。また、一部の工種では二方施工や水中施工が計画されている。その他、

実施中の相模ダムリニューアル工事（下流施設工事等）や相模発電所等関連工事

との調整が不可欠である。 

相模ダムは、電力及び水道用原水の供給や、湖面でのレクリエーション等に利

用されており、常時その役割を果たすことが求められる。また、住宅や学校、生

活用道路が近接しており、周辺地域への影響を考慮し工事を進めていく必要があ

る。 

(ｱ) 評価項目１ 工事目的物の性能・機能の確保に関する技術提案（計15点満

点）   

a 提案① コンクリートの品質管理に関する取組（５点満点） 

堤体コンクリート（腹付け部・越流部等）では打設後の有害なひび割れの

発生は、躯体の健全性を損なう恐れがある。このような不具合の発生を抑制

し、長期的な品質を確保するには、配合、打設時の温度管理、打継ぎ、養生

等の工夫が重要となる。以上を踏まえ、コンクリートの品質管理に関する技

術提案を求める。 

b 提案② ゲートの品質確保に関する取組（５点満点）  
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ゲートには、確実な水密性と開閉動作が求められ、これらの長期的な性

能・機能を維持するための品質確保には、現場条件を考慮した輸送や分割・

組立方法の工夫及び据付精度を向上させるための施工管理が重要となる。以

上を踏まえ、ゲートの品質確保に関する技術提案を求める。 

c 提案③ 放流設備等の維持管理に関する取組（５点満点）  

放流設備は、技術基準等に則した点検整備を行うことでその機能を長期に

維持する必要がある。また、本工事は、工事中に完成したゲートから、その

機能を発揮できるよう運用する必要がある。以上を踏まえ、工事中及び完成

後における点検整備の効率化を踏まえた放流設備等の維持管理に関する技術

提案を求める。 

(ｲ) 評価項目２ 社会的要請への対応に関する技術提案（計15点満点） 

a 提案④ 工程管理に関する取組（５点満点） 

本工事は、出水期までに全てのゲートを運用できるように工程管理をする

必要がある。一例として、打設面処理等が必要となる堤体コンクリート（腹

付け部・越流部等）については、12月～２月は月曜日から水曜日、３月～11

月は月曜日から木曜日に打設することを想定している等、工程上の制約が多

い条件で設計している。以上を踏まえ、余裕を持った確実な工程管理の工夫

に関する技術提案を求める。 

b 提案⑤ 濁水等の発生抑制及び処理に関する取組（５点満点） 

相模ダム下流の沼本ダムでは、神奈川県内の水道用原水の取水を行ってお

り、水中施工を含めたコンクリートの切削及び打設に伴い発生する濁水やア

ルカリ水等は、関連法規・基準等の規制値を厳守して循環利用又は排水する

必要がある。以上を踏まえ、ダム上下流における濁水等の発生抑制及び処理

に関する技術提案を求める。 

c 提案⑥ 周辺地域の生活環境への配慮に関する取組（５点満点） 

本工事での周辺地域の生活環境への影響は、大型重機等の建設機械による

ものをはじめ、一部で二方施工を伴うコンクリートの切削や、撤去材の積込

み、コンクリートの打設等による騒音・振動・粉じんの発生が考えられる。

以上を踏まえ、長期間にわたる工事であることを考慮した周辺地域の生活環

境への配慮に関する技術提案を求める。 

 

 

 

 

 

 



15 

 

 

イ 評価点 

  評価指標により優、良又は可を判定し、判定結果に応じて次のとおり評価点を

付与します。 

評価項目及び提案 判 定 加算点

（評価

点） 

優 良 可 

評価項目１ 工事目的物の性能・機能の確保に関する技術提案 

15 

30 

提案① コンクリートの品質管理に関する取組 5 2.5 0 

提案② ゲートの品質確保に関する取組 5 2.5 0 

提案③ 放流設備等の維持管理に関する取組 5 2.5 0 

評価項目２ 社会的要請への対応に関する技術提案 

15 
提案④ 工程管理に関する取組 5 2.5 0 

提案⑤ 濁水等の発生抑制及び処理に関する取組 5 2.5 0 

提案⑥ 周辺地域の生活環境への配慮に関する取組 5 2.5 0 

ウ 評価指標 

   技術提案の評価指標は次のとおりとします。 

(ｱ) 優 

    提案内容の具体性が示され、かつ大きな効果が期待できる内容のもので、設 

計図書の条件に対して合理的で定量的な根拠や検討結果が十分に示されており、 

その内容が優れているもの。 

(ｲ) 良 

   提案内容の具体性が示され、かつ効果が期待できる内容のもので、設計図書 

の条件に対して合理的で定量的な根拠や検討結果が示されているもの。 

(ｳ) 可 

    (ｱ)及び(ｲ)以外の内容のもので、設計図書の条件と同等のもので、提案によ 

る施工を認めるもの。 

 (2) 総合評価の方法 

総合評価の方法は、標準点[100点]と企業の技術力の評価に基づく加算点［評価 

点計］の合計である技術評価点を入札価格（税抜き）で除して得た評価値をもって 

行う「除算方式」とし、次の評価値算出方法によります。なお、入札価格（税抜 

き）が品質確保保証価格（税抜き）未満の場合は、入札価格（税抜き）を品質確保 

保証価格（税抜き）に置き換えて、評価値を算出します。 

落札候補者の決定にあたっては、入札価格が有効な範囲内（予定価格以下）で、 

   企業の技術力の評価において失格とならなかった者のうちから、評価値が最も高い 



16 

 

者が落札候補者となります。 

なお、品質確保保証価格を評価値算定上の入札価格に置き換えて算定した者が落 

   札者となった場合でも、契約金額は、その者が入札した入札価格とします。 

ア 入札価格 ≧ 品質確保保証価格の場合 

 

 

 

 

 

イ 品質確保保証価格 ＞ 入札価格の場合 

   

 

 

 

 

 

 (3) 技術資料の内容の担保 

提出される技術資料のうち、技術提案及び技術提案に係る施工計画に記述された

内容は契約内容となるため、履行状況について確認を行います。 

 

５ 入札方法等  

 (1) 入札及び開札の日時及び場所 

     令和９年２月12日（金）午前10時 神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所 

大会議室（相模原市緑区城山２－９－１） 電話（042）782－2831 

   なお、使者による入札は認められません。 

 (2) 郵便による入札書の受領期限、提出場所及び提出方法 

令和９年２月８日（月）必着とします。３の(1)の場所へ郵便書留により送付し

てください。なお、入札書には、必ず工事費内訳書（別紙様式８。以下同じ。）を

添付してください。 

 (3)  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額）をもって落札価格としますので、入札者は、消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相

当する金額を入札書に記載することを要します。 

 (4) 入札執行回数は、原則として１回としますが、開札の結果、予定価格の制限の範

囲内の価格の入札がないときは、再度入札を行います。 

評価値 ＝ 
入札価格（税抜き）

技術評価

 ＝ 
入札価格（税抜き） 

標準点[100点]＋加算点［評価点］
× 1,000,000,000 

 

× 1,000,000,000 

技術評価点 

品質確保保証価格（税抜き）

 ＝ 
品質確保保証価格（税抜き） 

標準点[100点]＋加算点［評価点計］ 
× 1,000,000,000 

 

× 1,000,000,000 

 

評価値 ＝ 
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      再度入札の回数は、１回とします。 

   なお、再度入札は開札後、直ちに実施するため、郵送により入札した者は再度入 

札に参加できません。 

(5) 入札時刻に遅れたときは、入札に参加することができません。 

     また、入札会場には、入札参加者、その代理人又は復代理人のいずれか１名のみが

入場できます。 

(6)  入札時には、身分を証明できるもの及び２の(4)のエに定める入札参加資格の確

認通知の原本を持参してください。 

 なお、代理人の場合には、委任状（原本）を併せて持参してください。代理人を

選任する際には、復代理人の選任まで委任するか否かを委任状（原本）に明記して

ください。 

また、復代理人を選任する権限を委任する場合、どの段階まで認めるかの明確な

記載がないときは、二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含むもの

とみなすものとします。 

    復代理人が入札する場合には、前記の委任状（原本）のほかに代理人から復代理

人への委任状（原本）も必要なものとします。代理人が委任者となり復代理人を

選任する場合は、前記の委任状と同様式の用紙を使用してください。 

なお、復代理人が入札する場合、代理人から復代理人への委任状の委任者の印は、

申請者から代理人への委任状の「代理人使用印」欄と同じ印鑑を使用してくださ

い。 

(7)  入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第 54 号）等に違反する行為を行ってはいけません。 

      なお、後日、不正な行為が判明した場合には、契約の解除等の措置をとることが

あります。 

 (8) 工事費内訳書の提出 

    第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した工事費内

訳書の提出を要します。工事費内訳書の提出がない場合は、入札に参加することが

できません。 

本件は、契約後に法定福利費を含む請負代金内訳書の提出を求める工事です。 

入札時に入札金額に含まれる法定福利費を記載した内訳書を提出した場合には、契

約後の提出を省略することができます。 

本工事は、労務費ダンピング調査の対象工事です。 

落札候補者に対し、入札内訳書に明示された直接工事費が一定水準（発注者が設計

した直接工事費に下記の係数を乗じた額（円未満四捨五入））以上か調査を実施し

ますので、一定水準を下回った場合は、すみやかに理由書を書面で提出してくださ

い。 
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理由書の様式については、入札担当部署から別途連絡します。 

理由書の提出は、電子メール又はファクシミリでも可能とします。 

なお、理由書の提出を行わない場合は、入札の条件に違反した入札として無効と

する場合があります。 

〔直接工事費に乗じる係数〕 

土木工事の場合：0.97 

建築工事の場合：0.94 

水道工事の場合：0.99 

詳細は、次の県のホームページをご確認ください。 

 （https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10823.html） 

(9) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で４（2）に記載する評価値が最も高い者を落札者としま

す。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の

内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契

約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適

当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他

の者のうち評価値が最も高い者を落札者とすることがあります。 

この入札において、当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあるか

否かの判断に当たっては、神奈川県公営企業財務規程第149条の６第１項の規定に

よる低入札価格調査制度を適用し、調査基準価格を設定します。低入札価格調査制

度は、評価値が最も高い者の入札価格が調査基準価格を下回った場合に、同規程第

149条の６第２項に基づき調査し、落札者を決定する制度です。 

なお、この入札はスクラップ評価額を積算に含めますので、調査基準価格及び品

質確保保証価格の算定式については、別添「企業庁政府調達対象工事低入札価格調

査取扱要領」及び設計図書を確認してください。 

(10)  同評価値におけるくじ引きについて 

予定価格の制限の範囲内で入札をした者の中で、最高の評価値のものが複数あっ

た場合は、くじ引きにより優先順位を決定します。その第１順位の者の入札価格が、

調査基準価格以上であった場合、その者を落札者として決定し、調査基準価格に満

たない場合は５の(11）の調査をした上で、当該契約の内容に適合した履行がなさ

れると確認できたときに落札者として決定します。後者により落札者が決定しなか

った場合の後順位者については、上記に準じて決定します。 

なお、本件は疑義等申し立て制度の対象ではありません。 

 (11) 低入札価格調査等の実施の日程、場所、方法等 

低入札価格調査は、令和９年３月１日（月）に神奈川県企業庁相模川水系ダム 

管理事務所において実施します（詳細は、開札時に連絡します。）。その際に、 
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次の表に記載する書類を提出する（様式は別添「低入札価格調査様式集」のとお 

り。）とともに、ヒアリング調査に応じなければなりません。 

書類が提出されない場合又はヒアリング調査に応じず、若しくは協力しない場 

合は、失格となります。 

なお、調査基準価格を下回る入札を行った者と契約した場合は、工事中及び工

事完了後、施工体制台帳の内容、品質確保体制及び安全衛生管理体制等について、

随時、資料の提出を求める等の調査を実施します｡ 

① 入札価格の積算内訳 

② 本件対象工事付近の手持ち工事の状況 

③ 本件対象工事に関連する手持ち工事の状況 

④ 本件対象工事箇所と入札者の事業所及び倉庫等の地理的条件 

⑤ 手持ち資材の状況 

⑥ 資材購入先及び購入先と入札者との関係 

⑦ 資材、廃棄物等の搬出先及び処理体制 

⑧ 手持ち機械の状況 

⑨ 労務者の具体的供給見通し 

⑩ 配置予定技術者の氏名、資格及び工事経歴（同種工事を優先的に記載） 

⑪ 下請契約予定者名及び同契約予定額 

⑫ 品質確保体制（品質管理のための人員体制、品質管理計画及び出来形管理計

画） 

⑬ 安全衛生管理体制（安全衛生教育等、点検計画、仮設設置計画及び交通誘導

員設置計画） 

⑭ 過去に施工した公共工事名、発注者名、成績状況及び工事概要（代表的な工

事及び同種工事について、今回入札工事との規模の比較をした表を添付する

こと（各１件ずつで可）。） 

⑮ 財務状況（直近２期分の決算報告書の写し等） 

⑯ 過去５年間の建設業法違反の有無、賃金不払の状況及び下請代金の支払遅延

状況 

⑰ 応札に当たっての考え方（施工可能な理由） 

⑱ 会社概要 

 

(12) 評価値の算定作業等のため、落札候補者の決定までに４週間程度の日数を要しま 

す。 

（13）監理技術者等の途中交代について 

  ア 監理技術者等の途中交代は、次の(ｱ)から(ｵ)のいずれかに該当する場合に限り 

   認める。ただし、法令等が改正された場合には、その内容を踏まえ受発注者間で 

協議するものとする。 

   (ｱ) 監理技術者等の死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職の場合 

   (ｲ) 受注者の責によらない理由により、工事中止又は工事内容の大幅な変更が 

発生し、工期が延長された場合 

   (ｳ) 工事の継続性、品質確保、安全管理、工程等に支障がないと認められる場 

     合 
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   (ｴ) 工場から現地へ工事の現場が移行する場合（工場製作が含まれる工事） 

   (ｵ) 一つの契約工期が多年に及ぶ場合 

イ 監理技術者等を交代するときは、交代の時期は工程上の一定の区切りと認められ

る時点とするほか、交代前後における監理技術者等の技術が同等以上に確保される

とともに、一定期間重複して工事現場に配置することについて協議すること。 

（14） 本件は「余裕期間制度の対象工事」の対象案件です。入札に当たっては、「余

裕期間制度に係る工事適用範囲等の拡充について」のちらしを必ずご確認くださ

い。 

６ その他  

 (1) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

 (2)  入札保証金及び契約保証金 

    ア  入札保証金については、免除します。 

    イ  落札者は、契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額の契約保証金を契

約締結と同時に納付するものとします。ただし、神奈川県債証券若しくは利付国

債証券の提供又は金融機関（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する

法律第３条に規定する金融機関をいう。）若しくは保証事業会社（公共工事の前

払金保証事業に関する法律第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同

じ。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができます。また、落札者

が公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行っ

た場合は、契約保証金の納付を免除するものとします。 

 (3) 入札の無効  

     次に掲げる入札は、無効とします。 

  ア この公告に示した入札参加資格のない者のした入札及び入札の条件に違反した入

札 

  イ 入札参加資格を有するとの確認を受けた者のうち、２の(6)に定めるところに

より入札に参加することができないものが行った入札 

    ウ 確認申請書等に虚偽の記載をした者が行った入札 

  エ  委任状に記載のない代理人のした入札 

オ  記名のない入札書による入札又は入札事項を表示しない入札 

カ 入札書の金額の記載が訂正され、又は不鮮明である入札 

キ  誤字、脱字等により意思表示が不明確な入札 

ク  ２通以上行った入札 

ケ 本入札に参加する複数の者の関係が、２の(2)のアの(ｿ)に規定する関係のいず

れかに該当する場合、当該関係に該当する者が行った入札 

コ 入札書の提出の際に添付する工事費内訳書の内容に不備があると判断された入
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札 

サ 契約締結前に談合に係る情報があり、事情聴取等の結果、明らかに談合の事実

があったと認められる場合の入札 

シ  その他入札に関する条件に違反した入札 

(4)  公正な入札の確保 

公正に入札を執行できないと認められる場合、又はそのおそれがある場合は、当

該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取り止める

ことがあります。 

(5)  契約書作成の要否 

   要 

 (6) 前払金 

保証事業会社の保証を受けた場合には、請求により各年度出来高予定額の100分

の40以内の前金払をします。 

 (7)  中間前払金 

保証事業会社の保証を受けた場合には、請求により各年度出来高予定額の100分

の20以内の中間前金払をします。 

 (8)  契約金の支払方法 

  ア  別に定める各年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて支払います。 

  イ  部分払いの回数は、15回（令和８年度は０回、令和９年度は３回、令和10年度

は３回、令和11年度は３回、令和12年度は３回、令和13年度は３回）以内としま

す。 

(9)  前各号に定めるもののほか、神奈川県公営企業財務規程及び競争入札の参加資格 

に関する規則の定めるところによります。 

(10) この入札についての問合せ先は、次のとおりです。 

    神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所管理課 

     神奈川県相模原市緑区城山２－９－１ 電話（042）782-2831 

７ Summary 

(1) Subject matter of the contract: Sagami Dam Renewal Construction（2nd 

phase）Discharge Facility Construction 

(2) Time limit of tender by hand: 10:00 a.m., February 12, 2027 

(3) Time limit of tender by post(registered mail): February ８, 2027 

(4) Contact point for the notice : Sagami River System Dam Management Office, 

Kanagawa Prefectural Public Enterprises Agency, Shiroyama 2-9-1, Midori-ku, 

Sagamihara-shi, Kanagawa-ken, 252－0116 Japan, Tel（042）782－2831 


